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　宇宙開発委員会第一部会においては、平成2年，7月10日付け宇

宙開発委員会決定「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」

に基づき、　「宇宙開発計画」　（平成2年5月16日決定）の見直し

のための審議を行ってきたが、特に平成3年度の宇宙開発関係経琴

の見積り方針に反映させるべき事項たついて：とりまとめたので報告
ナる。
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1　科学の分野の開発計画

開　発

　（1）第17号科学衛星（：LUNAR－A）

　　　月内部の地殻構造及び熱的構造を解明することを目的とする第17号科学

　　衛星（：LUNAR－A）を、　M－Vロケットにより、平成7年度に打ち上げ

　　ることを目標に、平成3年度から開発に着手することは妥当である。

（2）粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SEPAC）

　　平成2年度に打上げが予定されているスペースシャトルを利用して再実験

　を行うことを目標にその準備を進めてきた粒子加速装置を用いた宇宙科学実

　験（SEPAC）について、スペースシャトルの打上げスケジュールの改訂

　に伴い、その実施時期を平成3年度に変更することは妥当である。

皿　観測の分野の開発計画

1．開　発

極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システム

　　平成9年度に打上げ予定の米国航空宇宙局（NASA）の極軌道プラッ・トフ

ォーム1号に搭載する資源探査用将来型センサの開発に着手することは妥当で

　ある。

2．開発研究

熱帯降雨観測衛星（TRMM）

　　熱帯降雨観測衛星（TRMM）は、日米協力により、我が国が衛星搭載用降

雨レーダ及びH－Hロケットによる打上げを担当し、米国が衛星バス等を担当

　して、全地球的規模のエネルギー収支のメカニズム解明等に不可欠な熱帯降雨

の観測等を目的とする衛星であり、平成7年度頃に打ち上げることを目標に、

　同衛星搭：載用降雨レーダ等の開発研究に着手することは妥当である。
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皿：通信の分野の開発計画

1．開　発　　　、

通信放送技術衛墨

　　　通信放送技術衛星は、高度移動体衛星通信技術、衛星間通信技術及び高度

　　衛星放送技術の通信放送分野の新技術、多周波数帯インテグレーション技術

　　並びに大型静止衛星の高性能化技術の開発及びそれらの実験・実証を行うこ

　　とを目的とした衛星で、H－Hロケットにより、平成8年度に静止軌道上に

　　打ち上げることを目標に引き続き開発を進めることは妥当である。

2．研　究

　（1）衛星幽光通信技術

　　　技術試験衛星W型（ETS－V【）で開発中の技術を更に発展させ、衛星間

　　の高速データ申継システムに必要となる衛星間光通信技術について、所要の

　　研究を行うことは妥当である。

（2）　小型衛星を用いた通信及び観測システム基盤技術

　　小型の衛星を用いた通信及び観測システムに必要な基盤技術を宇宙で実証

　することを目的とする小型衛星について、蓄積型通信技術等の研究を行うこ

　とは妥当である。

IV　宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野の開発計画

1．開　発

　（1）宇宙ステーション取付型実験モジュール（JEM）運用システム

　　　宇宙ステーション取付型実験モジュール（JEM）の運用システムについ

　　て、関係協力機関とインターフェイスをとりつつ、所要の開発を行うととも

　　に、宇宙医学等に係る関係機関・専門家の協力を得つつ、日本人搭乗員の募

　　集、選抜等及び我が国の運用利用計画の作成を行うことは妥当である。



（2）宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）

　　H－Hロケットにより、平成5年度た打ち上げることを目標に開発を進め

　ている宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）について、平成6年度に米

　国航空宇宙局（NASA）のスペースシャトルにより軌道上から回収するこ

　とを目標に所要の準備を行うことは妥当である。

2．開発研究

無人回収システム適合型宇宙環境利用実験装置

　　　　微小重力等の宇宙環境を利用した先端産業技術開発に係る実験手段を多

　　　様化するため、西独との協力のもとに、平成5年度頃にM－3SHロケッ

　　　トで打ち上げることを目標に軌道上からの無人回収システムに適合する宇

　　　宙環境利用実験装置の開発研究に着手することは妥当である。

3．研　究

　（1）　月・惑星の開発利用

　　　月・惑星の開発利用について、これまでのロケット、人工衛星等の技術蓄

　　積を応用及び発展させ、国瞭的な動向に留意しつつ、月・惑星の探査等開発

　　利用の方策の研究に着手することは妥当である。

（2）　宇宙放射線

　　宇宙空間⇒・ら飛来する高エネルギ「放射線を観測し、安全な有人宇宙活動

　等に資するため、宇宙放射線の研究を米国等との共同研究で進めることとし、

　全方位型X線観測装置の試作等の研究に着手することは妥当である。

（3）宇宙用ロボット技術．

　　宇宙用ロボット技術に係る精密作業系技術等のシステム及び要素技術につ

　いて、これまでの調査検討の結果を踏まえて、宇宙空間において実験・実証

　を行うことを目標に所要の研究に着手することは妥当である。
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（4）宇宙環境モニタリングシステム

　　これまでの宇宙環境予報システムに加えて、今後も宇宙活動の発展に伴い

　増加するものと考えられる宇宙デブリを監視する宇宙デブリ観測システムの

　ための観測技術等の研究を行うことは妥当である。

V　人工衛星共通技術の分野の開発計画

1．開発研究

技術試験衛星W型（ETS一瓢）

　　　宇宙ステーション取付型実験モジュール（JEM）の補給物資の輸送等に

　　対応するために必須の技術であるランデブ・ドッキング（RVD）技術及び

　　宇宙用ロボット開発の基礎となる遠隔操作技術等について、これまでの要素

　　技術に関する研究成果を踏まえて、軌道上でのRVD実験論を行うことを目

　　的とする技術試験衛星凹型（ETS一壷）をH一∬ロケットにより平成7年

　　度頃に打ち上げることを目標に開発研究に着手することは妥当である。

2．研　究

太陽発電衛星技術

　　　　21世紀のエネルギー問題、環境問題への寄与が期待される太陽発電衛

　　　星技術について、宇宙空間での発電、送電等を行うための要素技術等の研

　　　究に着手することは妥当である。

’V正宇宙輸送の分野の開発計画

1．開　発

H－Hロケット4号機
　　　　地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）の打上げ需要に対処

　　　することを目的としたH－Hロケット4号機について、平成6年度にAD



EOSを打ち上げることを目標に開発に着手することは妥当である。
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軌道再突入実験の実施

　　旧註一豆ロケット打上げ型有翼回収機の研究の一環として、大気圏再突入

　　　の際の耐熱材料、空力特性等に関する基礎データの取得を自的とする軌道

　　　：再突入実験機をH－Hロケット試験機1号機により性能確認用ペイロード

　　　（VEP）と同時に打上げ、軌道再突入実験を実施すること1ま妥当である。

　　　②また、同実験機会を利用した通信絶縁現象及び撰離再結合加熱の計測並

　　　びに空力設計のための高温電離・簿離気体数値シミュレーション技術の飛

　　　行実証に関する研究に着手することは妥当である。　、

紐　施設の整備

宇宙往還機の研究開発に必要な施設の整備

　　　H：一Hロケット打上げ型有翼回収機、有人宇宙往還機等の宇宙往還機の

　　空力技術の研究開発に対応すべく、極超音速風洞の大型化整備に着手する

　　ことは妥当である。

●
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（参考1）

宇宙開発計画の見直しに関する審議について

平成2年7月4日
宇宙開発委員会決定

　宇宙開発政策大綱に基づき、平成3年度以降において実施する必要が

ある研究及び開発の計画的推進を図るため、次により調査審議を行う．

1　審議事項

　内外の動向及び情勢の変化、宇宙の利用に関する長期的見通し、国

　内の研究及び開発の進捗状況、各省庁の要望等を踏まえて、平成3年

度における宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計画について

　必要な調査審議を行う。

2．審議方法

　　1．の審議は、平成3年3月中旬までに終えることを目途に第一部

　会において行う。ただし、見積り方針に反映させるべき事項について

　は、平成2年8月上旬に審議を終えることを目途とする。
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（参考2）

宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方について グラムとの関連

　　平成2年7月10日
宇宙開発委員会第一部会

　「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」（平成2年7月4日宇

宙開発委員会決定）に基づき、本部会において行う調査審議は、以下に

定めるところによるものとする。

1　審議事項

　　平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計

画について調査審議を行うものとする。

2．審議日程

　　1．の審議結果は、平成3年3月中旬までに取りまとめることを目

　途とする。ただし、平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方

　針に反映させるべき事項については、平成2年8月上旬までに取りま

　とあることを目途とする。

4．分科会

　　平成3年度における宇宙開発関経経費9）見積り方針に反映させるべ

　き事項については、衛星系分科会、輸送系分科会及び宇宙環境利用系

　分科会において、次に定める所掌事項により調査審議をそテうものとす

　る。

分科会の名称 所　掌　事　項

衛星系分科会 人工衛星、衛星系サブシステム、衛星系に関する試

ｱ施設、追跡管制等の地上施設、ソフトウェア等に

ﾖすること。（宇宙環境利用系分科会の所掌に属す

驍烽ﾌを除く。）

輸送系分科会 ロケヅトなどの宇宙輸送系、宇宙輸送系サブシステ

?A宇宙輸送系に関する試験施設、射場等地上施設、

¥フトウェア等に関すること。

宇宙環境利用

n分科会

宇宙ステーション、有入サポート技術、宇宙環境利

pに関する研究、施設等に関すること。

3　審議方法．

　　調査審議に当たっては、内外の動向及び情勢の変化、宇宙の利用に

　関する長期的見通し、研究及び開発の進捗状況、各省庁の要望、財政

　事情等を踏まえ、次のような観点から宇宙開発に関する施策について

　調査審議するものとする。

　　①　必要性、緊急性

　　②　実施の技術的可能性

　　③　宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

　　④　宇宙開発に関連する技術の系統的育成

　　⑤　射場の打上げ能力、必要な地上施設の整備等関連する他のプロ

5．資料提出等

　　本部会の調査審議に当たっては、必要に応じ、関係行政機関等から

　資料の提出、説明等を求めるものとする。
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園田　寛治

竹内　和之

武田　峻

立野　敏

寺本　俊彦

戸田　巖

土僑英生

宇宙開発委員会第一部会構成員

東京大学名誉教授

芝浦工業大学教授

運輸省気象庁気象衛星センター所長

文部省宇宙科学：研究所教授

専修大学法学部教授

科学技術庁研穿開発局長

名古屋大学名誉教授

外務大臣官房審議官

運輸省電子航法研究所衛星航法部長

㈱航空振興財団常勤顧問

共同住宅ローン㈱代表取締役社長

㈱日立製作所宇宙技術推進本部長

宇宙開発事業団理事

宇宙開発事業団理事

東京都立科学技術大学教授

㈱経済団体連合会開発部長

日産自動車㈱常務取締役宇宙航空事業部長

郵政省通信政策局長

科学技術庁航空宇宙技術研究所角田支所長

三菱電機㈱顧問

横浜国立大学工学部教授

川崎重工業㈱専務取締役航空宇宙事業本部長

科学技術庁航空宇宙技術研究所長

運輸省航空事故調査委員会委員長

宇宙開発事業団理事

神奈川大学理学部教授

日本奄信電話㈱常務取締役研究開発技術本部長

通信・放送衛星機構理事
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通商産業省工業技術院中国工業技術試験所長

科学技術庁金属材料技術研究所長

文部省宇宙科学研究所長

文部省学術国際局長

文部省宇宙科学研究所教授

郵政省通信総合研究所次長

早稲田大学理工学部長

石川島播磨重工業㈱航空宇宙事業本部理事副本部長

兼宇宙開発事業部事業部長

宇宙開発事業団理事

通商産業省工業技術院機械技術研究所次長

鯛国際衛星通信協会理事長

建設省大臣官房長

運輸省海上保安庁水路部企画課長

建設省国土地理院長

富士通㈱理事・宇宙開発推進室長

三菱重工業㈱代表取締役副社長、航空機・特車事業本部長

通商産業省機械情報産業局長

日本電気㈱取締役支配人



イ寸≡　属資料　－

●

●



　第一部会衛星系分科会においては、平成2年7月10日付け第一

部会決定「宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方

について」に基づき、平成3年度の宇宙開発関係経費の見積り方針

に反映させるべき事項について審議を行ってきたが、その結果をと

りまとめたので報告する。
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1．科学の分野

覧

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

1．第17号科学衛星（：LUNAR－A 1’．これまでの月探査計画では、周回軌道からの月表面の遠隔探査
’　月内部の地殻構造及び熱的構造を解明

）の開発着手について が主体であったが、月の起源に迫る科学観測のためには月の内部構 することを目的とする第17号科学衛星

（文部省） 造の解明が必須である。　　　　　　　　　o （LUNAR－A）を、　M－Vロケット

月内部の地殻構造及び熱的構造を解明 により、平成7年度に打ち上げることを

することを目的とする第17号科学衛星 2．このためには地震計、熱流量計などのネッ’トワークを月に展開 目標に、平成3年度から開発に着手する

（LUNAR－A）を、　M－V型ロケッ し、これまで得ることのできなかった月内部のデータを収集解析す ことは妥当である。

トにより、平成7年度に打ち上げること ることが必要である。

を目標に、平成3年度から開発に着手し

たい。 3．我が国は、本年1月に打上げた「ひてん」による月スイングバ

イ、　「はごろも」に．よる月周回軌道投入等の技術蓄積を行うととも

に、計測器を月面に打ち込むことのできるペネトレータの研究開発

を進めており、次のステップとして地震計、熱流量計等のネットワ

一クを月に展開し、月内部の地殻構造及び熱的構造の解明を目的と

1 する探査を行うことは有意義である。

4．このために第17号科学衛星（：LUNAR－A）を、　M－Vロ

ケットにより、平成7年度に打上げることを目標に、平成3年度か

ら開発に着手することが必要である。



●、

要　望　さ　れ　た　事　項 審’ @議　　内　　容 審　議　結　果

2．粒子加速装置を用いた宇宙科学実験 1．粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SEPAC）については 平成2年度に打上げが予定されている

（SEPAC）の実施年度の変更につ 、平成2年度に打上げが予定されているスペースシャトルを利用し スペースシャトルを利用して再実験を行

いて て再実験を行うことを目標にその準備を進めてきたところである。 うことを目標にその準備を進めてきた粒

（文部省） 子加速装置を用いた宇宙科学実験（SE

平成2年度に打上げが予定されている 2．本年1月にスペースシャトルの打上げスケジュールが改訂され PAC）について、スペースシャトルの

スペースシャトルを利用して再実験を行 、打上げ年度が平成3年度に変更された。 打上げスケジュールの改訂に’ ｺい、その

うことを目標にその準備を進めてきたが 実施時期を平成3年度に変更することは

、スペースシャトルの打上げスケジュー 3．このため、その実施時期を平成2年度から平成3年度に変更し 妥当である。
ご

ルの改訂に伴い、その実施時期を平成3 、引き続き準備を進めることは適当である。

年度に変更したい・

2



皿．観測の分野

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議一結　果

1．極軌道プラットフォーム搭載用資源 1．人工衛星による資源探査は、地球表面の経済的、効率的かつ大 平成9年度に打上げ予定の米国航空宇

探査観測システムの開発 局的な把握に極めて有効であり、石油・天然ガス、鉱物等の地下資 宙局（NASA）の極軌道プラットフォ
（通商産業省） 源の探査に利用されている。 一ム1号に搭：載する資源探査用将来型セ

平成9年度に打上げ予定の米国NAS’
1

ンサの開発に着手することは妥当である

Aの極軌遭プラットフォー・ム1号に搭：載 2．我が国においても、平成3年度打上げ予定の地球資源衛星1号 o

する資源探査用将来型センサの開発に着 （ERS－1）において、マイクロ波の合成開ロレーダ及び8バン

手したい。 ドの光学センサ（可視近赤外放射計部及び短波長赤外放射計部）に

よる観測が行われることとなっているが、ERS一・1のミッション

期間終了後においても、さらに観測精度等の向上を図り、観測を継

弔して行うことは、有意義なことである。

3．このような観点から、平成9年度打上げ予定の米国航空宇宙局

（NASA）の極軌道プラットフォーム1号（EOS－A）の搭載

に向けて、多バンド化及び高分鰐能化を図った可視近赤外放射計部

、短波長赤外放射計部及び熱赤外放射計部等からなる資源探査用将

来型センサの開発に着手することは重要である。

＼

3



要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

2．熱帯降雨観測衛星（TRMM） 1．降雨は、我々の日常生活に直接的な影響を及ぼすばかりでなく 熱帯降雨観測衛星（TRMM）は、日

、地球全体の気象条件を左右する重要な要素であり、干ばつ、集中 米協力により、我が国が衛星搭載用降雨

熱帯降雨観測ミッション（TRMM） 豪雨、砂漠化、エルニーニョ等、地球的規模の異常気象・気候の解 レーダ及びH－Hロケットによる打上げ

衛星の開発研究 明には、降雨の全地球的規模の観測、特にその6割以上を占めると を担当し、米国が衛星バス等を担当して

（科学技術庁） みられる熱帯地方の降雨についての状況を知ることが不可欠である 、全地球的規模のエネルギー収支のメカ

熱帯降雨観測ミッション（TRMM） o ニズム解明等に不可欠な熱帯降雨の観測

衛星は、全地球的規模のエネルギー収支 等を目的とする衛星であり、平成7年度

のメカニズム解明等に不可欠な熱帯降雨 2．熱帯地域、特に海洋上の広範囲にわたる降雨の観測は、地上の 璽に打ち上げることを目標に、同衛星搭

の観測等を目的とする衛星であり、日米 観測点が極めて少なく、人工衛星に雨を3次元的に直接観測できる 載用降雨レーダ等の開発研究に着手する

協力により、我が国が衛星搭：：載用降雨レ レーダを搭載して観測を行うことが有効な手段であると考える。 ことは妥当である。

一ダの開発及びH一皿ロケットによる打

上げを担当し、米国が衛星バスの開発’ 3．このため、熱帯降雨の観測等を目的とした熱帯降雨観測衛星（

を担当して、平成7年度璽に打ち上げる TRMM）について、日米協力により、我が国が衛星搭載用降雨レ

’ことを目標に、降雨レーダ等の開発研究 一ダ及びH－Hロケットによる打上げを担当し、米国が衛星バス等

に着手したい。 を担当して、平成7年度潭に打ち上げることを目標に、降雨レーダ

等の開発研究を行うことは有意義である。

熱帯降雨観測衛星（TRMM）搭載用

レーダの開発について 4．開発研究を進めると同時に、関係機関において観測データの利

（郵政省） 用等の検討を進める必要がある。

4



要　望　さ　れ　た　事　項

　宇宙からの地球的規模の降雨観測等に

必要なレーダを米国の熱帯降雨観測衛星

（TRMM）に搭載して宇宙で実託する

ため、TR、MMを平成7年度にH一一Hロ

ケットにより打ち上げることとし、衛星

搭載用レーダについて所要の開発を行う

。

審　　議　　内　　容 審　議　結　果
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皿．通信の分野

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

1．今後の通信・放送衛星技術の継続的 1．人工衛星問題について、日米両国政府間において話合いが行わ 今後の通信・放送衛星技術について、

な開発について れ、既に合意をみたところであるが、衛星技術開発については、国 技術試験衛星シリーズや、通信・放送・

（郵政省） 　　　　　　　　購ﾆして今後とも推進していく必要がある。 航行衛星シリーズの実施を通じて通信・

通信・放送衛星分野の技術開発につい 放送衛星技術の継続的な開発を実施して

ては、これまで主として技術試験衛星シ 2．通信の分野においては、社会の情報化の進展に伴い、人工衛星 いくことは妥当である。なお、・技術開発

リーズとともに、通信・放送・航行衛星 による通信・放送の重要性は、一層増大していくとともに、その二 を進めるに当たっては、研究開発活動へ

シリーズを実施することにより行われて 一ズも高度化・多様化していくものと考えられ、このような動向に の民間の参加の機会の確保についても十

きており、通信・放送・航行衛星シリー 的確に対応していくためには、より先行的な衛星技術の開発を進め 分検討する必要がある。

ズは主として衛星技術の開発と実用に供 　　　　　　　　　　　　　　　　　一驍ﾈど、関連の衛星技術の一層の高度化を進める必要がある。

することを目的とした、いわゆる相乗り （注）本件要望は、宇宙開発関係経費の

衛星として開発されてきた。 3．技術開発を進めるに当たっては、国による研究開発の充実とと 見積り方針に係るものではないが、他の

しかしながら、今後は、我が国で宇宙 もに、研究開発活動への民間の参加の機会の確保に留意する必要が 要望事項の審議に当り、参考とするため

開発計画上開発する衛星は、専ら研究開 ある。 審議を行った。

発のみを目的とする衛星となった。

このため、今後は、技術試験衛星シリ 4．従って、今後とも研究開発の積極的な推進、民聞における宇宙

一ズに加え、研究開発衛星として通信・ 開発活動の促進等により、我が国の宇宙開発活動の一層の展開を図

放送・航行衛星シリーズを実施し、これ っていくことが必要である。

らを通じて通信・放送衛星技術の継続的

な開発を実施していく。 5．このため、今後の通信・放送衛星技術について、技術試験衛星

6



要 望 き れ』た 事 項 審　　議　　内　　容 審 議 結 果

シリーズや、通信・放送・航行衛星シリーズの実施を通じて通信・

咜莱q星技術の継続的な開発を実施していくことは妥当である。

@　　　　　　～
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要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

2．通信放送技術衛星の開発 1．人工衛星による通信・放送は、地上系のメディアにはない優れ 通信放送技術衛星は、高度移動体衛星

た特質を有しており、今後、社会の情報化の進展に伴い、その重要 通信技術、衛星間通信技術及び高度衛星

通信放送技術衛星の開発 性は一層増大していくとともに、そのニーズも高度化、多様化して 放送技術の通信放送分野の新技術、多周

（科学技術庁） いくものと考えられ、このような動向に的確に対応していくために 波数帯インテグレーション技術並びに大

通信放送技術衛星は、衛星間通信技術 は、より先行的な衛星技術の開発を進めるなど、関連の衛星技術の 型静止衛星の高性能化技術の開発及びそ

、高度移動体衛星通信技術、多周波：数帯 一層の高度化を進める必要がある。 れらの実験・実証を行うことを目的とし

インテグレーション技術、高度衛星放送 た衛星で、H－IIロケットにより、平成

技術の通信放送分野の新技術及び大型静 2．このような技術として、現在、開発及びその実験・実証が求め 8年度に静止軌道上に打ち上げることを

止衛星の高性能化技術の開発並びにそれ られているものとしては、 目標に引き続き開発を進めることは妥当

らの実験・実証を行うことを目的とした ①高度移動体衛星通信技術としての、Kaバンド及びミリ波帯に である。

衛星で、H一皿ロケットにより、平成8 おける申継器の高出力化、再生中継交換機の開発等、

年度に静止軌道上に打ち上げることを目 ②衛星間通信技術としての、大型展開アンテナ技術、衛星間伝送

標に引き続き開発を進めたい。 技術、高精度捕捉追尾技術等の開発、

③高度衛星放送技術としての、22GHz帯の高出力中継器、．低

通信放送技術衛星の開発について サイドローブ・マルチビームアンテナ等の開発、

（郵政省） ④多周波数帯インテグレーション技術としての、電磁干渉、二二

高度移動体衛星通信技術、衛星間通信 計、構造設計等の技術開発、及び

技術、高度衛星放送技術等の技術開発及 ⑤2トン級高性能バス技術としての、電源系、推進系の高効率化

びその実験・実証を行うことを目的とし 及び姿勢制御系の高精度二等の技術開発

8



要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

た通信放送技術衛星を、平成8年度にH があげられる。

一Hロケットにより静止執道上に打ち上

げることとし、引き続き所要の開発を行 3．このため、これらの技術の開発及びそれらの実験・実証を目的
う。 とした通信放送技術衛星を、これまでの技術開発の成果を踏まえ、

H－Hロケットにより平成8年度に静止軌道上に打ち上げることを

目標に引き続き開発を進めることは必要である。

9



要’ ]　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

3．衛星問光通信技術の研究について 1．宇宙光通信は、大容量データ伝送が可能で、小型軽量、干渉が 技術試験衛星W型（ETS一・VDで開
（郵政省） 無視できる等の特徴を持ち、将来の宇宙通信において重要な役割を 発中の技術を更に発展させ、衛星間の高

技術試験：衛星W型（ETS一一V【）で開発 果たすことが期待ざれる。 速データ中継システムに必要となる衛星

申の技術を更に発展させ、衛星間の高速 間光通信技術について、所要の研究を行

データ中継システムに必要となる高度光 2．このため、ETS－Wを用い、宇宙一地上間で光通信技術の実 うことは妥当である。

通信技術について、所要の研究を行う。 験を行う計画を進めているほか、各種要素技術の研究が行われてい

るが、光通信は、特に大容量データ伝送が必要となる衛星間通信に

おける利用が期待される。

3．従って、技術試験衛星V【型（ETS－W）で開発中の技術を更

に発展させた、高精度捕捉追尾、高出力レーザー・、高速通信等、衛

星温光通信技術の研究を行うことは有意義である。

4．なお、研究の推進にあたっては、関係機関との連携を図ってい

く必要がある。
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要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

4．小型衛星を用いた通信及び観測シ 1．小型衛星は所要経費が少なくて潴むとともに、開発期間が短く 小型の衛星を用いた通信及び観測シス

ステム基盤技術の研究について 、新規技術の宇宙実証及び確認のサイクルを短縮することが可能と テムに必要な基盤技術を宇宙で実証する

（郵政省） なる。 ことを目的とする小型衛星について、蓄

小型の衛星を用いた通信及び観測シス 積型通信技術等の研究を行うことは妥当

テムの構築に必要な基盤技術を宇宙で 2．また、周回型小型衛星を用いれば、衛星高度を適切に設定する である。

実証することを目的とする小型衛星につ ことにより伝搬損失及び遅延時間の改善を図ることも可能である。

いて、所要の研究を行う。

3．このため、小型衛星による通信システム及び観測システムあ開

発及び利用を容易にするため、これに必要な基盤技術として、蓄積

型通信技術及び衛星間通信技術の研究を行うことは有意義である。
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IV．人工衛星共通技術の分野

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

1．技術試験衛星W型（ETS－W）の 1．将来の宇宙活動においては、H－Hロケヅト打ち上げ型有翼回 宇宙ステーション取付型実験モジュー

開発研究 収二等による宇宙ステーション取付型実験モジュール（JEM）補 ル（JEM）の補給物資の輸送等に対応

（科学技術庁） 給物資の輸送、宇宙環境の本格的利用に対応する共軌道プラットフ するために必須の技術であるランデブ・

宇宙ステーション取付型実験モジュー オーム構成要素の交換・回収、さらには軌道上作業機による静止プ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

ドッキング（RVD）技術及び宇宙用ロ

ル（JEM）の補給物資の輸送等に対応 ラットフォームの組立等の新しい運用形態とこれらに対応する技術 ポット開発の基礎となる遠隔操作技術等

するために必須の技術であるランデブ・ の開発が必要となる。 について、これまでの要素技術に関する

ドッキング（RVD）技術及び宇宙用ロ 研究成果を踏まえて、軌道上でのRVD

ポット開発の基礎となる遠隔操作技術等 2．その実現にあたっては、二つの宇宙機が接近・結合するための 実験等を行うことを目的とする技術試験

について、これまでの要素技術に関する ランデブ・ドッキング（RVD）技術及び軌道上の作業のための宇 衛星血盟（ETS一顎）をH一皿ロケッ

研究成果を踏まえて、軌道上でのRVD 宙用ロボット技術が必須となる。 トにより平成7年度璽に打ち上げること

実験等を行うことを目的とするi技術試験 を目標に開発研究に着手することは妥当

衛星孤型（ETS－W）をH－1ロケッ 3．これまでの要素技術に関する研究成果を踏まえ、RVD技術及 である。

トにより平成7年度頃に打ち上げること び宇宙用ロボット開発の基礎となる遠隔操作技術等の確立を図るた

を目標に開発研究に着手したい。 めの技術試験衛星冊型（ETS一丸）をH－IIロケットにより平成

7年度頃に打ち上げることを目標に開発研究を行うことは有意義で

ある。

4．なお、開発研究のi推進にあたっては、関係機関との連携を図っ

ていく必要がある。

一12一



要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

2．太陽発電衛星技術の研究について 1．太陽エネルギーは、地球環境に悪影響を与えないクリーンでし 21世紀のエネルギー問題、環境問題

（通商産業省） かも無尽蔵なエネルギー源として考えられているが、地上において への寄与が期待される太陽発電衛星技術

21世紀のエネルギー問題、環境問題 は、様々な環境変化による発電量の変動等のため、太陽エネルギー について、宇宙空間での発電、送電等を

の解決に寄与すると期待される太陽発電 を効率的に利用することは困難な状況にある。一方、宇宙空間にお 行うための要素技術等の研究に着手する

衛星技術の研究に着手したい。 いては、このような環境変化に基づく発電量の変動が少なく、太陽 ことは妥当である。

エネルギーを有効に利用することが可能であることから、将来のエ

ネルギー問題の解決に向けて期待されている。

2．．また、宇宙ステーションをはじめとする宇宙空間における大型

構造物へのエネルギー供給という観点からも、太陽エネルギーを利

用するエネルギー供給システムについての研究を行うことは有意義

である。

3．このため、太陽発電衛星技術について、宇宙空間での発電、送

電等を行うための要素技術等の研究に着手することは必要である。

なお、研究の着手にあたっては、エネルギー供給の際の周辺環境

への影響に関する研究を含め、国内外の関係機関との研究交流等に

ついても留意することが必要である。
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（参考資料）

1．第17号科学衛星（LUNAR－A）の開発着手について

（1）LUNAR－A探査機外観図（ペネトレー・タモジュール3機を搭載した母船）

　　　ペネトレータモジュールのアームは折りたたんだ状態である。

（2）降下軌道投入時のペネトレータモジュール（ペネトレー・タおよび

　　ペネトレータ推進系）外観図

　　2本のアームが伸展している状態。

ぺ末トレータ本体

衛星分離部

軌道変換モータ

亡P一二、

減速モータ

搭…鼓機器

一14一



（3）LUNAR－Aミッションの概念図

地球

　①月周回

長楕円軌道へ

◇
或
γ

’

③坐トレーダー
　　離脱

’

　　　　　ψ

　　　　　　　’
　、8⑦データ・4レ
，送受信開始8

データ

送信

月

’

’
’

⑥

箪

⑤

F

②ペネトレーター

　　離脱

④

　④～⑥
徐々に円軌道へ
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2．極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの開発

（1）資源探査用将来型センサ（ITIR）外観図 ㌧ （2）NASA蝋道プラットフォーム場（R。s－A）軌漸外細

資源探査用将来型センサ（ITIR）

ユ濃接縫襲置

電気計袈

＋Y（ピッチ袖〉

僅
＼

’

／

紀
ノ．

て

1

父一／

、
9

篶
、、

ノ

／
辞
く

ダ

b

勿
臨

4
　
、

勢

↓x（。一ル軸、舩巡行加）

　　　　　　　　共通信号処理部

　　　短波畏赤外放射計部

搬器取付仮

．．．熱赤外放躬計離

　　　＋Y：ピッチ軸

●　「／叙：蝋
　　　　　　　　　＋Z：ヨー袖

ノ
Z

／

N

N

　　　　衛星進行方向

　　　　　　熱自切器

膠翁
●　

　／
　　　　／

　　　　　ヤ’ズダ電源部’

　　　　・信号災配装田ビ

・可筏近赤外放射計部

16一

！

　　　　い

＋Z（ヨー軸、地球中心方向）

寒
．

　　　　　　　　　　潴　　　　元

・ロケヅト　　　　　　　タイタンーIV

●時’期 @　1澱醐摺年12月燗引渡し）

・ベイ。●F証≧量　　　　　　3．5し

’べ三十（平均）．4・1kw

・軌道種顎　　　　　　　　太隅同期準回帰

・界交点通過1時刻　　　　　午後川寺30分（地方llめ

。高』窪　　　　　　　　　705krn

・回帰日数　　　　　　　　16日

・デ・夕伝送方式　　　　　　デ・タ協・ダ機上記録及びTDRS経由

・デ・外。トビ・ク　　　　　　300Mbps

・デ・9レト平均（2軌道周回）　30Mbps以下



（3）極軌道プラットラォーム搭載弔資源探査観測システム0開発スケジュール

　　　　　　　　　年　度

､　究　項　目

昭和62

P987
　63

P988

平成元

P989
　2
P990
　3
P991

　　4

P992
　5
P－993

　6
P994噛

　7
P995
　8
P996
　9
P997

　10

P998

　11

P999

← →　　　←

@　←
要素技術研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　　　　　△
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PDR　　　　　　　CDR．
ｲ査・似i念検討　　　　　予備設計　　　基本設計　　　　詳細霊斐計　　　　　　　　　維　持　設　計　　　　　　　　　　　　　　　　→・・←　一一一一一　→　　　←

→EM・信頼性評価

→　　← →△

ﾅ上げ

極軌道プラットホーム搭載用
糟ｹ探査観測システム

← NASA側へ引渡し
運　　　用
i5年程度）

←

←

　　　　　　←

詞ｱ調整装置

　　　　　　→
@　　　　NASA側への引渡し
@　　　　　　　△’NASAインターフェースモデル

→　　　　PFM

@　　　→

→

↑

一17一



●

●

3．熱帯降雨観測衛星（TRMM）

　（1）熱帯降雨観測衛星の概観

　　　　　　　　　　　　　　　追跡及びデータ中継システム用
　　　　　　　　　　　　　　　アンテナ

太陽電池パドル

　　　　　　　　太陽電池マウントリ：シグ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　衛星バス本体．

　公こ
／　　N、

　　　、竃
　　　　ll
　　　　ロ　　　　7，
“
亀　　　〃

　　　1

燃
、
徳
灘

」．…

｡
志
藩

虜
壽
憾
噛
蔚
，

熱

～
地球

可視・ホ外放射計ラジェーター

　　　マイク厳放射計

飛行方向〔：〉

可視・赤外放射計

　　マイクロ波放射計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▽　　降雨観測用レーダ
太陽追跡寵動系
　　　　　　　　　　オムニアンテナ『

TROPICAL　RAINFAI⊥MEASURING　MISSION
　　　　　　　　　　　　　　（TRMM）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，一18一



（2）TRMM衛星開発スケジュール

年 度
1 2 3 4 5 6 7 8 9　昌

項 目

降雨レーダの研究・開発

インターフェース研究
日

設計（予備設計レベル）

yび試作試験

EM試作試験

PFM製作試験
インテグレーション支援

本

H－Hロケットの開発 ↑

打上げ
H－Hロケット製作・打
上げ

地上システムの開発

N TRMM衛星の開発研究
フェーズ B ↑

A 打上げ

S
TRMM衛星の開発
@降雨レーダを除く 、フェーズc／D
搭載センサ及び衛

A 星バス

一19一



4．通信放送技術衛星の開発

（1）主な搭載ミッション機器の概要

　1　高度移動体衛星通信ミッション機器

　　　アンテナ　：　衛星間通信フィーダリンク用プンテナと共用

　　　中継器　：　Kaバンド／ミリ波帯中継器、再生中継器等

　　　周波数　：　移動体通信

　　　　　　　　フィ・一ダリンク

2　衛星問通信ミッション機器

（1）衛星間通信機器

　　アンテナ　：　S／Kバンド共用　ジンバルアンテナ

　　中継器　：　S／：Kバンド中継器等

　周波数：Sバンド（フォワード＊1／リターン＊2）

　　　　　　　　Kバンド（フォワード／リターン）

　（2）フィーダリンク機器

　　アンテナ　：　Kバンドアンテナ

　　中継器　：　Kバンド中継器

　　周波数：Kバンド（アップ／ダウン）

3　高度衛星放送ミッション機器

　　アンテナ　：　Kバンドマルチビームアンテナ

　　中継器　：　Kバンド中継器

　　周波数：Kバンド（アップ／ダウン）

Kバンド（アツブ／ダウン）

ミリ波帯（アップ／ダウン）

Kバンド（アップ／ダウン）

2．1／2．3GHz帯

　　23／26GHz帯

30／20GHz帯

27／22GHz帯

一20一

30／20GHz帯

50／40GHz帯

30／20GHz帯

注）＊1：他の学宙機への方向、＊2：他の宇宙機からの方向



辱

（2）開発スケジュール

　　　　　年度

?ﾚ

：
L 2 3 4 5 6 7 8

マイルストン

△
P
D
R

「
　
C
D
R

　△

ﾅ上げ

予備設計 基本設計 詳細設計 維 持設計
設　　　　計

EM
　　　　EM

q星システム

@　　　PFM

l
I

P：FM

：EM／PFM
1

1
5

ミッション　EM

@　　　PFM
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5．技術試験衛星瓢型（ETS－VH）の開発研究

（1）ETS一郭概念図

　　　マニピュレータ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　姿勢制御系

ランデブターゲット

　　　　　亀　、

イ

’Gｰ
o
糀 交換実験ユニット

z

ドッキング機構 推進系

太陽電池パドル 電源系　地球センサ　アンテナ

通信系
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（2）ETS－VKの開発スケジュー・ル

FY H1／89 H2／90 H3／91 H4／92 H5／93 H6／94 H7／95 ，H8／96

，PDR

@▽

CDR

､

システム検討 基本設計

@

詳細設計 維持設計　　　　　　打 げ
シス　テ　ム設計

q星バスの開発

予備設計

@EM

▲

実験運用

PFM
組込一一一一一一

一一　一

牛ﾚミッション

@　器　の　開　発
@（RVD系・ロボット系）

一一 一 一一一一 一 一 禰 一一網一一一一

要素研究 BBM

EM

PFM
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（参考i）

宇宙開発計画の見直しに関する第一一部会の審議の進め方について

　　平成2年7月10日
宇宙開発委員会第一部会

　「宇宙開発計画の見直しに関する審議に？いて」（平成2年7月4日宇

宙開発委員会決定）に基づき、本部会において行う調査審議は、以下に

定めるところによるものとする。

1．審議事項

　　平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計

画について調査審議を行うものとする。

2．審議日程

　　1．の審議結果は、平成3年3月中旬までに取りまとめることを目

途とする。ただし、平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方

針に反映させるべき事項については、平成2年8月上旬までに取りま

　とあるごとを目途とする。

3．審議方法

　　調査審議に当たっては、内外の動向及び情勢の変化、宇宙の利用に

　関する長期的見通し、研究及び開発の進捗状況、各省庁の要望、財政

　事情等を踏まえ、次のような観点から宇宙開発に関する施策について

調査審議するものとする。

　　①必要性、緊急性

　　②実施の技術的可能性

　　③　宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

　　④宇宙開発に関連する技術の系統的育成

　⑤　射場の打上げ能力、必要な地上施設の整備等関連する他のブロ

ー24一

グラムとの関連

4．分科会

　平成3年度における宇宙開発関経経費の見積り方針に反映させるべ’

　き事項については、衛星系分科会、輸送系分科会及び宇宙環境利用系

　分科会において、次に定める所掌事項により調査審議を行うものとす

　る。

分科会の名称 所　掌　事　項

衛星系分科会

撃

人工衛星、衛星系サブシステム、衛星系に関する試

ｱ施設、追跡管制等の地上施設、ソフトウェア等に

ﾖすること。（宇宙環境利用系分科会の所掌に属す

驍烽ﾌを除く。）

輸送系分科会 ロケヅトなどの宇宙輸送系、宇宙輸送系サブシステ

?A宇宙輸送系に関する試験施設、射場等地上施設、

¥フトウェア等に関すること。

宇宙環境利用

n分科会

宇宙ステーション、有人サポート技術、宇宙環境利

pに関する研究、施設等に関すること。

5．資料提出等

　本部会の調査審議に当たっては、必要に応じ、関係行政機関等から

資料の提出、説明等を求あるものとする。



（参考2）

宇宙開発委員会第一部会衛星系分科会構成員

分科会　長

専門委員

野村　民也

相原　正彦

大沼　正彦

岡田　實

河井　貞治

鈴木　春夫

竹内　和之

立野　敏

寺本　俊彦

戸田　巖

土橋英生

都丸　喜成

中原裕一

中村　好郎

中山　勝矢

林　友直

林　理三雄

平山　博

宮　憲デ

森　巧

山口　甚郎

山下與慶

横山　清次郎

芝浦工業大学教授

運輸省気象庁気象衛星センター所長

運輸省電子航法研究所衛星航法部長

㈱航空振興財団常勤顧問

㈱日立製作所宇宙技術推進本部長

三菱電機㈱顧問

科学技術庁航空宇宙技術研究所長

宇宙開発事業団理事

神奈川大学理学部教授

日本電信電話㈱常務取締役研究開発技術本部長

通信・放送衛星機構理事

松下通信工業㈱取締役副社長

㈱東芝電波通信事業本部顧問

日本放送協会専務理事・技師長

通商産業省工業技術院中国工業技術試験所長

文部省宇宙科学研究所教授

郵政省通信総合研究所次長

早稲田大学理工学部長

㈱国際衛星通信協会理事長

運輸省海上保安庁水路部企画課長

建設省国土地理院長

富士通㈱理事・宇宙開発推進室長

日本電気㈱取締役支配人
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イ寸属資料　2

●

●



　第一部会輸送系分科会においては、平成2年7月10日付け第一・

部会決定「宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方

について」に基づき、平成3年度の宇宙開発関係経費の見積り方針

に反映させるべき事項について審議を行ってきたが、その結果をと

りまとめたので報告する。

　　　　　　　　　　　　　　目　次

1．宇宙輸送の分野…一………一…一一一……一……一…一一1

　（開発）

　1．H－Hロケット4号機の開発…………一……一一……1

　（研究）

　2．軌道再突入実験の実施……………一…一……一一…2

皿．施設の整備………………一一……一…………一…一3

　1．宇宙往還システム研究開発に必要な施設の整備・一一……3

（参考資料）・…一一・一…一……一………一一……一一一一…一4

（参考1）宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の

　　　審議の進め方について…一……一……一一一一…一…10
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1．宇宙輸送の分野

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

1．H－Hロケット4号機の開発 1．近年、地球的規模の環：境問題が世界的に重要な問題となってき 地球観測プラットフォーム技術衛星（

（科学技術庁〉 ており、衛星による地球観測の重要性が高まってきている。 ADEOS）の打上げ需要に対処するこ

とを目的としたH－Hロケット4号機に

地球観測プラットフ’オーム技術衛星（ 2．また、将来的には、地球観測衛星の大規模化、ミッションの多 ついて、平成6年度にADEOSを打ち’

ADEOS）の打上げ需要に対処するこ 様化等が予想されることから、これに対処するため、平成6年度打 上げることを目標に開発に着手すること

とを目的としたH－Hロケット4号機に 上げを目標に地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）の は妥当である。

ついて、平成6年度にADEOSを打ち 開発を進めているところである。

上げることを目標に開発に着手したい。

3．このため、ADEOSの打上げ需要に対処することを目的とし

て、平成3年度からH－Hロケット4号機の開発に着手することは

必要である。

1



（

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　東

2．軌道再突入実験の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
P．H－Hロケット打上げ型有翼回収機に関しては、地上試験を十 ①について

（科学技術庁） 分に実施するのみならず、地上試験では実証の困難な技術について H－1ロケット打上げ型有翼回収機の

は飛行実験を行い、技術の実証を行うことが重要である。 研究の一環として、大気圏再突入の際の

①H一皿ロケット打上げ型有翼回収機の 耐熱材料、空力特性等に関する基礎デー

研究の一環として、大気圏再突入の際の 2．地上試験では実証の困難な技術としては、①解離再結合加熱の タの取得を目的とする軌道再突入実験機

耐熱材料、空力特性等に関する基礎デー 計測に基づく空力加熱推定技術、②耐熱設計技術、③航法技術及び をHごHロケット試験機1号機により性

タの取得を目的とする軌道再突入実験機 ④通信絶縁現象の解明を含む運用管制技術等が想定され、これらの 能確認用ペイロード（VEP）と同時に

をH一∬ロケット試験機1号機により性 技術に関する基礎データを取得するためには、軌道再突入実験を実 打上げ、軌道再突入実験を実施すること

能確認用ペイロード（VEP）と同時に 施することが必要である。 は妥当である。

打上げ、軌道再突入実験を実施したい。

3．このため、H－Hロケット試験機ユ号機を利用して、性能確認 ②について

②また、同実験機会を利用した通信絶縁 用ペイロード（VEP）と相乗りで軌道再突入実験機を搭載し、軌 また、同実験機会を利用した通信絶縁

現象及び解離再結合加熱の計測並びに空 道再突入実験を実施することは必要である。 現象及び解離再結合加熱の計測並びに空

力設計のため．の高温電離・解離気体数値 力設計のための高温電離・解離気体数値

シミュレーション技術の飛行実証に関す シミュレーション技術の飛行実証に関す

る研究に：着手したい。 る研究に着手することは妥当である。

2



み

し施設の整備

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

1．宇宙往還システム研究開発に必要な 1．将来の宇宙ステーション等の利用の本格化に備えて、今後，H H－IIロケット打上げ型有翼回収機、有

施設の整備 一Hロケット打上げ型有翼回収機の開発を目指した研究及び有人宇 人宇宙往還機等の宇宙往還機の空力技術

（科学技術庁） 宙往還機に関する基礎的・先行的研究を推進していく必要がある。 の研究開発に対応すべく、極超音速風洞

の大型化整備に着手することは妥当であ

H－Hロケット打上げ型有翼回収機、有 2．これらの研究においては、その概念に係る初期の研究段階から る。

人宇宙往還機の研究に対応すべく、極超 、大型模型を用いた長時間の極超音速風洞試験が必要となる。しか

音速風洞の大型化整備に着手したい。 し、国内の既設の極超音速風洞では、測定部の規模と試験回数の制

約のため、H－Hロケット打上げ型有翼回収機、有人宇宙往還機等

の宇宙往還機の空力技術の研究開発に不可欠な試験データを得るこ

とが困難な状況にある。

3．このため、国内の既設の極超音速風洞を有効に活用して大型化

整備にいち早く着手する必要がある。

／

3



（参考資料）

1．H－1ロケット4号機の開発

（1）H一丑ロケット4号機の全体形状及び主要概略諸元

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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衛 星　重　量 約　3．5し 太陽同期軌道、高度約800Km

第

推
　
　
進
　
　
薬
● 液体水素／液体酸素

推進薬重量 約　86t
1 推　　　　　力 約110t 真空中
燃　焼　時　間 約348s

段 比　　推　　力 約445s 真空中
全　備　重　量 約　98t

S 推　　進　　薬 固体准進薬

推進薬重量 約118t 2回分
R 推　　　　　力 約320t 2本分、海面上
燃　焼　時　間 約　9塗s

B 比　　推　　力 約273s 真空中
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誘　導　方　式 　　9　　　噛XトラップダウンIMUによる慣性誘導方式



（2）H一皿ロケット4号機の開発スケジュール

　　　　　　年　度
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2．軌道再突入実験の実施

（1）軌道再突入実験構想の概要
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（2）再突入実験機によるブラックアウト計測の概念図
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3．宇宙往還システム研究開発に必要な施設の整備

（1）年次計画

　　　　年度

?ﾚ

　　　　　　　…～平成2年　i

@　　　　　　…
3

…
1
’
…

4

…
…
…

5

…i　　6～

c

大型化整備

　　　　　　…（調査）　　　1

大 型 化 整　r ’備 …
3

i『

R

；
3

…
3

’（試運転）

風洞稼働状況
既 設　50 cmφ 極　超 音　速 風 洞

…
薯

…
呂

…
暑 大型1．2、面

… … …

有翼飛翔体の基礎的な空力特性試験及び空力加熱試験
試験1研究

…
…
3

空力舵面の特性試験、 翼前縁加熱率分布測定等

空力舵面

’空高高晶晶巣測定
1
●
11
一
・

　　　　　ヒンジモーメントデージ

ー1響一総

．舵耐吸を変えて舵面に個1する空気力の瀞腱を謝る

・ヒンジモーメントゲージで測定可能

舵而∫鞠度

連続可変

空力加熟測定

loo
4

・前縁仙面に沿って10度間隔で加熱率測定を要する

・回せん0．lmm径熱電対を用いて測定可能

（2）極超音速風洞：木型化により可能となる試験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一8



（3）極超音速風洞大型化整備全体配置図
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（参考1）

宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方について

　　平成2年7月10日
宇宙開発委員会第一部会

　　　　「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」（平成2年7月4日宇

・　　宙開発委員会決定）に基づき、本部会において行う調査審議は、以下に

●’定めるところによるものとする。

1．審議事項

　平成3年度における宇宙開発関係経養の見積り方針及び宇宙開発計

画について調査審議を行うものとする。

2．審議日程

　　1．の審議結果は、平成3年3月中旬までに取りまとめることを目

途とする。ただし、平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方

針に反映させるべき事項については、平成2年8月上旬までに取りま

　とめるこ’とを目途とする。

3．審議方法

　　調査審議に当たっては、内外の動向及び情勢の変化、宇宙の利用に

　関する長期的見通し、研究及び開発ゐ進捗状況、各省庁の要望、財政

　事情等を踏まえ、次のような観点から宇宙開発に関する施策について

　調査審議するものとする。

　　①必要性、緊急性

　　②実施の技術的可能性

　　③　宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

　　④　宇宙開発に関連する技術の系統的育成

　　⑤　射場の打上げ能力、必要な地上雄設の整備等関連する他のブロ

ー10一

グラムとの関連

4．分科会

　　平成3年度における宇宙開発関経経費の見積り方針に反映させるべ

　き事項につ・いては、衛星系分科会、輸送系分科会及び宇宙環境利用系

　分科会において、次に定める所掌事項により調査審議を行うものとす

　る。

i分科会の名称 所　掌　事　項

衛星系分科会 人工衛星、衛星系サブシステム、衛星系に関する試

ｱ施設、追跡管制等の地上施設、ソフトウェア等に

ﾖすること。（宇宙環境利用系分科会の所掌に属す

驍烽ﾌを除く。）

輸送系分科会 ロケヅトなどの宇宙輸送系、宇宙輸送系サブシステ

?A宇宙輸送系に関する試験施設、射場等地上施設、

¥フトウェア等に関すること。

宇宙環境利用

n分科会

宇宙ステーーション、有人サポート技術、宇宙環境利

pに関する研究、施設等に関すること。

5．資料提出等

　　本部会の調査審議に当たっては、必要に応じ、関係行政機関等から

資料の提出、説明等を求めるものとする。



（参考2）

宇宙開発委員会第一部会輸送系分科会構成員

分　科　会　長

専　門　委　員

武田　峻．

秋葉　錬二郎

内田　茂男

五代　富文

渋谷　裕弘

鈴木　昭夫

砂川　恵

園田　寛治

竹内　和之

新居　和嘉

藤井　登喜男

松野　建一

山田　隆昭

運輸省航空事故調査委員会委員長

文部省宇宙科学研究所教授

名古屋大学名誉教授

宇宙開発事業団理事

『産自動車㈱常務取締役宇宙航空事業部長

科学技術庁航空宇宙技術研究所角田支所長

横浜国立大学工学部教授

川崎重工業㈱専務取締役航空宇宙事業本部長

科学技術庁航空宇宙技術研究所長

科学技術庁金属材料技術研究所長

石川島播磨重工業㈱航空宇宙裏業本部理事副本部長

兼宇宙開発事業部事業部長

通離業国憲技術院機械技術研究所次長

三菱重工業㈱代表取締役副社長、航空機・特車事業本部長
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1．宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野

要　望　さ　れ　た　事　項

1．宇宙ステーション取付型実験モジュ

　ール（JEM）運用システムの開発

　（科学技術庁）

　字宙ステーション取付型実験モジュー

ル（JEM）の運用システムについて、

関係協力機関とインターフェイスをとり

つつ、所要の開発を行うとともに、宇宙

医学等に係る関係機関・専門家の協力を

得つつ、日本人搭乗員の募集、選抜等及

び我が国の運用利用計画の作成を行いた

い。

1．宇宙ステーション計画は、

力により推進されており、

担し、協力することが必要である。

3．

図る必要があり、

JEMの運用システムについて、

と共に、JEMの組立、

募集・選抜等を実施し、

ある。

　また、

について、

うことが必要である。

審　　議　　内　　容 審　議　結　果

計画は、日本、米国、欧州、カナダの国際協 宇宙ステーション取付型実験モジュー

り、その運用に当たっては、各国が責任を分 ル（JEM）の運用システムについて、

必要である。 関係協力機関とインターフェイスをとり

つつ、所要の開発を行うとともに、宇宙

テーション取付型実験モジュール（JEM） 医学等に係る関係機関・専門家の協力を

運用システムの整備を行う責任がある。 得っっ、日本人搭乗員の募集、選抜等及

び我が国の運用利用計画の作成を行うこ

備するに当たっては、関係協力機関と調整を とは妥当である。

9年度から運用するためには、平成3年度は

について、システム全体基本設計、設備の設

ソフトウエアの基本設計等の開発に着手する

、検証、運用に必要とされる日本人搭乗員の

、さらに国際調整によりまとめられる統合運

めに我が国の運用利用計画の作成等が必要で

の募集・選抜等に当たっては、その健康管理

に係る関係機関・専門家の協力を得つつ、行

き
i
l

一　

一　1一



要　望　さ　れ　た　事　項： 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

2．宇宙実験・観測フリープライヤ（S 1．宇宙実験・観測フリープライヤ（SFU）は、理工学実験、天 H－Hロケットにより・平成5年度｝こ

FU） 文観測等各種科学研究の実施、各種先端産業技術開発等の実施のた 打ち上げることを目標に開発を進めてい

めの宇宙実験機会の確保並びに宇宙ステーション取付型実験モジュ る宇宙実験・観測フリーフライヤ（SF

宇宙実験・観測フリーフライヤ（S 一ル（JEM）の暴露部及び搭載共通実験装置の信頼性の向上を目 U）について、平成6年度に米国航空宇

FU） 的とした再使用可能なもので、H－Hロケットにより、平成5年度 宙局（NASA）のスペースシャトルに
（科学技術庁） に打ち上げることを目標に開発を進めているところであるが、軌道 より軌道上から回収することを目標に所

宇宙実験・観測フリーフライヤ（SF 上での数カ月の実験の後、回収を行い、試験結果の分析・評価を行 要の準備を行うことは妥当である。

U）は、理工学実験、天文観測等各種科 う必要がある。

学研究の実施、各種先端産業技術開発等

の実施のための宇宙実験機会の確保並び 2．このため、宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）を平成6

に宇宙ステーション取付型実験モジュー 年度に米国航空宇宙局（NASA）のスペースシャトルで回収する

ル（JEM）の暴露部及び搭載共通実験 こととし、所要の準備を行う必要がある。

装置の信頼性の向上を目的とした再使用

可能なもので、H－Hロケットにより、

平成5年度に打ち上げることを目標に引

き続き開発を進めるとともに、スペース

シャトルにより、平成6年度に回収する

ことを目標に所要の準備を行いたい。

2



要　望　さ　れ　た　事　項

　　宇宙実験・観測フリーフライヤ（S

　FU）の回収について

　（文部省）

　H－Hロケットにより、平成5年度に

打ち上げることを目標に開発している宇

宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）

について、平成6年度に米国NASAの

スペースシャトルにより軌道上からの回

収を行いたい。

　　宇宙実験・観測ブリーフライヤ（S

　FU）

　（通商産業省）

　H一皿ロケットにより平成5年度に打

‡げることを目標に開発している宇宙実

験・観測フリープライヤ（SFU）につ

いて、平成6年度に米国NASAのスペ
ー・ Xシャトルにより軌道上からの回収を

行いたい。

果結議審容
内
議

ト
一

審



●

◎

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

3．無人回収システム適合型宇宙環境利 1．宇宙環：境利用について、多様な実験手段を整備し、実験機会の 微小重力等の宇宙環境を利用した先端

用実験装置の開発研究 確保に努めることは重要なことである。 産業技術開発に係る実験手段を多様化す

（通商産業省） るため、西独との協力のもとに、平成5

微小重力等の宇宙環境を利用した先端 2．このため、落下塔、航空機、小型ロケット等の簡易かっ低コス 年度贋にM－3SIIロケットで打ち上げ

産業技術開発に係る実験を行うため、西 トの実験手段、フリーフライヤ、スペースシャトルの利用等の一環 ることを目標に軌道上からの無入回収シ

独との協力のもとに、平成5年度頃：にM として、軌道上で一週間程度実験を行い、無人で回収されるシステ ステムに適合する宇宙環境利用実験装置

一3畠∬で打上げることを目標に軌道上 ムを確保することは重要である。 の開発研究に着手することは妥当である

からの無人回収システムに適合する宇宙 o

環境利用実験装置の開発研究に着手した 3．従って、日独の国際協力により、我が国がM－3SHロケット

い。 による打上げを、西独が回収業務を担当するとともに、回収カプセ

ル及び実験ミッションについて日本と西独が分担することとし、平

成5年度蜜に打ち上げることを目標に無人回収システムに適合する

産業技術開発に係る宇宙環境利用実験装置の開発研究に着手するこ

とは有意義である。

4．開発研究に当たっては、無人回収システムの特徴を生かしたも

のとするとともに、回収時の安全性に十分配慮し、本装置の開発の

経験：を宇宙ステーション等における宇宙環境利用装置の開発に生か

していくことが必要である。

4



要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

4．月・惑星開発利用の研究 1．月・惑星について開発利用を行うことは、人類の活動領域の拡 月・惑星の開発利用について、これま

（科学技術庁） 大、次世代資源・エネルギー開発等の意義を有するものである。 でのロケット、人工衛星等の技術蓄積を

これまでのロケット、人工衛星等の技 応用及び発展させ、国際的な動向に留意

術蓄積を応用及び発展させ、国際的な動 2．また、月・惑星の開発利用は人類共通の課題であり、国際協力 しつつ、月・惑星の探査等開発利用の方

向に留意しつつ、月・惑星について、探 により推進することが求められる分野であるこどから、我が国とし 策の研究に着手することは妥当である。

査等をはじめとする開発利用の研究に着 ても計画段階から積極的に参加し応分の貢献を行えるよう、研究を

手したい。 進める必要がある。

3．このような研究の推進に当たっては、今後我が国が担うべき技

術及び役割を明確にしていく必要がある。このため、我が国がこれ

まで蓄積してきたロケット、人工衛星等の技術を基本に、これを応

用、発展させ、国際的な動向にも留意しつつ、月・惑星について、
一

その開発利用のシナリオの検討及びこれに必要な技術に関する調査

研究を行うことは有意義である。

4．なお、研究の推進にあたっては、これまでの成果を十分に活用

するとともに、関係機関との連携を図っていく必要がある。

5



要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

5．宇宙環境放射線に関する研究 1．宇宙ステーション計画等における有人宇宙活動においては、宇 宇宙空間から飛来する高エネルギー放

（科学技術庁） 宙放射線の影響が懸念されているが、宇宙放射線の線量及び影響に 射線を観測し、安全な有人宇宙活動等に

宇宙空間から飛来する高エネルギー放 ついては、まだ十分1こ明らかにされておらず、これらを解明するこ 資するため、宇宙放射線の研究を米国等

射線を観灘し、安全な有人宇宙活動等に とは、安全な有入宇宙活動等を実施する上で重要なことである。 との共同研究で進めることとし、全方位

資するため、宇宙環境放射線の研究を米 型X線観測装置の試作等の研究に着手す

国等との共同研究で進めることとし、全 2．X線、ガンマ線、紫外線、重粒子下等からなる宇宙放射線は、 ることは妥当である。

方位型X線観測装置の試作等の研究に着
ほとんど地黍に到達しないことから、人工衛星による観測が有効な　　　　一

手したい。 手段であると考えられる。また、宇宙ステーション計画が国際協力

により推進されていることから、米国等との共同により、宇宙放射

線の観測についての研究を進めることは有意義なことである。

3．このため、我が国は、宇宙放射線のうちX線の観測について担

下し、広視野にわたり、高い位置分解能と一様な増幅率を確保する

全方位型X線観測装置の試作等の研究に着手することは必要なこと

である。

4．本研究の成果は、宇宙ステーション計画に反映しうるものであ

ることから、同計画に関連する機関・と密接な連携のもとで進めるこ

とが重要である。

6



　　9
1

●

審議内容　　　　！　翻結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

｝6．宇宙ロボット技術の研究
o
（
通
商
産
業
省
）
l
i
　
宇
宙
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
に
係
る
精
密
作
業
系
技
，
｛
術
等
の
シ
ス
テ
ム
及
び
妻
素
技
術
に
つ
い
て
、
1

1．将来における軌道上での作業に対処するため、効率と能力及び

ﾀ全性の観点から｝宇宙用ロボットを開発することが必要である。

Q．軌道上において人間と同程度の精密な作業を行えるシステムの

　宇宙用ロボット技術に係る精密作業系

Z術等のシステム及び要素技術にういて

D、これまでの調査検討の結果を踏まえて

A宇宙空間において実験・実証を行うこ

iこれまでの調査検討の結果を踏まえて1
I
1990年代後半に宇宙空間において実験

　・実証を行うことを目標に所要の研究に

着手したい。

ため燃各顯素瀟の確の翻幌要であり・宇離間で劉とを目標に藤の研究に瀞することは
密な作業を行う技術等に係るシステム及び要素技術について、宇宙1妥当である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1空間において実弾・実証を行うことを目標に所要の研究を行うこと

は重要である。

3r研究を進めるに当たっては、一1990年代後半の宇宙空間にお

ける実験・実証の可能性について、関係機関との連携のもとに、併

せて検討する必要がある。

7



要　望　さ　れ　た　事　項 審　　議　　内　　容 審　議　結　果

7．宇宙環境モニタリングシステムの研 1．宇宙空間には、使用済みの人工衛星、ロケット、これらの破片 これまでの宇宙環境予報システムに加

究について 等の不要物体（宇宙デブリ）が多数存在しており、今後も宇宙活動 えて、今後も宇宙活動の発展に伴い増加

（郵政省） の発展に伴い増加するものと考えられている。これらの宇宙デブリ するものと考えられる宇宙デブリを監視

これまでの宇宙環境予報システムに加 　　　　　　　　　，ﾍ、相対速度が大きいことから宇宙機や船外活動申の宇宙飛行士に する宇宙デブリ観測システムめための観

えて、宇宙ステーション等での宇宙活動 衝突した場合、重大な損害を与えることも予想される。 測技術等の研究を行うことは妥当である

の安全性を確保するため、宇宙デブリ観 o

測システムを構築することとし、所要の 2．また、米国においては、宇宙デブリ監視の研究が鋭意進められ

研究を行う。 ているほか、国際連合においても宇宙デブリの取り扱いについて検

討が進められているところであり、種々の宇宙活動を行うに当たっ

て、宇宙デブリの監視は重要な課題である。

3．このため、宇宙環境モニタリングシステムの研究として、これ

までの宇宙環境予報システムに加えて、宇宙デブリ観測システムに

ついて国内外におけるこれまでの研究成果も踏まえ、関係機関と連

携を密接にとりながら、必要な研究を行っていくことは有意義であ

驕B
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Q、

1．宇宙ステーション取付型実験モジ簿一ル（JEM）

（1）JEM運用システム概要図

　　　　　　　　日本データ中継衛星

地上設備
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（参考資料）
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JEM運用計画管理
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運用管制／
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綬一、
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運用計画管理
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（2）宇宙ステーション搭乗員（SO、　SS）募集・選抜・訓練基本プロセス

日
外

日
内
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（醐】勘
　　24ケ月 　　…

　　…

　　…

　　…

　　…

　　ロ
（共同認定）

　マ
　　…

　　3

（シスデム運用跡髄》

　　12ケ月
　　　　…

一一一ｨ一一Xケ月
　　　　i　（注D
　　　　…

　　　　…

　　　　…

　　　　…

　　　　…

　　　　…

　　　　…

　　　　●

　　…

　　…

（飛行割当〕

　マ
　　3

　　　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ミッシコン運用邸鵠）　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　12ケ月一一一一一一含一一一6ケ月
　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　…

　　　　　　　ロ国際ペイロード　lSSシステム／
　　　価；塘1峯3【iペイロード

　　　　　　　1　　糊ll綜
　　　　　　　●

SS封鰭嚇

舅繍　・i環境適応ヨ曝裏／xC一！35
　・廟徽／T－38等
　・サバイバル静鱒
　　ウォーター・サバイバル言！髄

　　・ランド・サバイバル副繍

調馬　・i糖δ副線／馬田i瑚噛1断
　・飛行21麟／フライトシミュレータ言槻

　・SSシステム基菱題徽／SSシステム概論
　・その他／スキューバ8囎等

SS居住却臨
SSシステム運用饗！髄

　・｝僅レU①システム逮鵬嚇

　・システム像全卸髄

西倉土肥超端1融

JEMシステム運用罰練
　・ワークスデーション高温即鵠

　・マニピュレータ操作引解

　・糊1隷
　　　　　　　　　　　　等

リフレッシ．ユ訓練

等

JEM糊　i」EMシステム／
　　　　　　　　ペイロード　　　1ペイロード

　　　箇殖激i　　鰭甑
　　　　　　　…

嵐　・医学還抜
　・梶学選抜
　・科学技二二抜

　・誹選抜

　　　　　　　　
ダ

　
　
㍗
等

　
　
ピ

　
　
ン
　
グ

　
　
コ
　
　
ン

辮僧 勲

（注1）リフレッシュ訓練等については、

　　　　6～24ヶ月を必要とする。

　　　第1回目の搭乗員は、JEMの

　　　開発業務にも参加する必要があ

　　　　り、約18ヶ月を予定している。

日本人搭乗員のみ

日本入搭乗員十インターナシ塁ナル搭乗員

10一



（3）JEM運用システム開発スケジュール

1　（1989） 2　（1990） 3　（1991） 4　（1992） 5　（1993） 6　（1994） 7　（1995） 8　（1996） 9　（1997） 10　（1998） 11　（1999）

4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10’1 4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10　1 4　7　10　1

甑SA運用システム △ △ △ △

　亀Xケジュール PDR CDR ORD FEL

1

JEM運用システム △ △ △
1

△ △ △

マイルストーン PRR PDR CDR ORR JEM＃1 EM＃2

システム検討 システム設計 全体基本設計 全体詳細設計 維持設計
一　・　●　o　●　o　o　●　o　●　■　●　●　■　●　o　．　●　・　・　… o　o　■　●■　●　●o　●　●　●　●　●　…　　　　　●　o　●　o　●　．　● ●　●　■　●　O　●　●　●　．　●　…　　　　　　●　・　■　O　の　●　●　●　■　● ●　●　●　●●　●　●　●　o　●　o　●　o●　．　・　．　●　g　o　・　・　． 一　6　0　・　●　・　o●　■　●●　●　●　●　●　o●　■　o●　■　・　・

o 全体設計管理 ■　●　●　●　●　●　り　　o　・　o　o　・　o　o　の　o　・　■　．　●　● ●　●　●　●　■　■　●●　o　●■　●　●　●　・　．o　■　o　・　・　層 ●　●　●　●　●　●　o　■　●　■　■　●　●　●　o　・　●　o　■　・　o

●
運用樹癒支援

錨●　昌　●　●　●　●　o　●　o　・　・　o　・　　…　　　　　　．　●　■　　●　・ ．詳細設計●　幽　■■　■　■　●　●　■●　●　●o　・　■・　・　●　●　・　●

●　●　・　・　●　り　●　●　●　●　●　●　■　■　O　o　●　■　●　．　．

製作／試験　o　●　■　●　●　o　o　●　■　o　■　●　●　■　・　．　．　．　．　　． インテグレションo　■　●　●　■　o●　●　●　●　●　●●　・　・　．　・　・．　・　，

謝 製作試験 インテルション

保全・補給 9　■　の　o　●　●　o　●　卿　・　・　o　●　・　●　．　o　o　・　●　● O　●　・　O　●　●　●　●　　●　●　O　●　O　●　●　●　●　●　●　●　の　． ●　●　●　●　　●　●　●　●　●　o　●　　●　●　●　●　●　■　　●　g　o　　・ ●　り　o　●　●　●　●　●　■　■　●　●　■　●　o　●　6　●●　●　●

・計 詳細設計 製作試験 イ万グレション／訓練

ベイロード・インテグレーション
”●’”●●’… @’・’●・岡’ン

●　●　●　ρ　●　●　●　●　■　・　・　●　9　●　　●　・　●　9　●　　曾　● く………・…・…・・…………………… ●．’・・．●・・．．．。。。’り・’。 v♪

運用管翻肢術の

捌 製　　作／試 験 インテグレーション

●　■　●　o　●　●　●　■　●　o　●　●　●　●　o　●　■　■　●　●　■　■　　　・　●　●　■　●　●　●　o　●　●　■　●　■　■　o　●　●　o　．　．　・ ●　o　o　o　●　●　o　o　o　●　o　●　．　o　●　o　o　●　・　o　　・
訓練／リハーサル 運， 用運用管制 …・………・……・一……・ ~…・・…

。●　・・。・。●●●．。・’●．・・9●脚 ．　・　・　噂　o　●　・　．　　・　・　…　　　　　　．　　・　　…　　　　　　．　・ ・　■　．　，　9　●　●　●　●　●　o　●　9　●　o　●　o　●　●　●　●　・　■

設　計 製　　作／試　　験 インテグレション

射場整備 イ．．．。．．。．．．。．．．．＿．．．・．．・．．。．．．．．．．．鱒。．・．．．　，．．．．．．。。．．．．●．．．．．。。．．
o　o　●　■　●　●　●　■　●　■　●　■　●　o　o　●　．　o　・　．　■　　・ ■　●　●　●　●　●　o　■　■　o　■　　●　o　・　o　o　・　o　．　●　　．

設計／ 製作／試験 インテグレション

運用ネットワーク ．…’●．’…… V’．’”●．
●　●　●　●　o　■　●　●　o　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　・　o　　o ■　　甲　　●　9　　●　　●　●　　●　　●　●　9　．　●　　・　　・　．　●　　…

システム設計 設　　計 ／ 製　作／試　　験 訓 練
・　・　o　・　．　●　　●　●　　●　　●　o　●　　o　■　　o　o　●　弓　●　●　■ o　■　o　●　9　●　　●　■　o　o　■　■　●　■　o　・　電　●　■　●　● 昌　o　■　　●　●　●　●　●　　●　o　●　の　●　●　●　●　■　●　■　●　■　●　● ■　●　■　●　●　●　●　の　●　■　●　o　　■　O　o　●　り　●　●　o　●　●　● ■　■　o　・　●　o　●　●　●　・　・　●　o　o　・　o　・　・　o　・　■　　●　● ■　●　●　，　■　●　●　●　■　●　●　●　●　●　●　●　■　●　●　φ　●　●　●

●
運用訓練 璽　●　●　■　●　■　●　層　●　●　●　■　●　　■　●　●　●　●　●　●　●　● o　■　■　●　o　■　●　●　●　●　●　●　●　●　g　o　．　　・　・　o　　・　・　甲

打上げ1 篇
キ
↑
丁上げ

@↑打上げ く ・　●　●　■　●　・　o　．　・　・　■　■　●　●　o　ゆ　●　．　・　・　●　o　o o　o　o　■　●　●　●　●　■　●　■　．　■　．　．　　・　●　…　　　　　．　●　● ●　o　●　　●　o　●　　●　・　●　　・　●　　・　　o　・　　・　　9　・　・　　●　．　　q　　・　． ■　●　o　・　o　o　o　・　・　…

ご

開 及　　び 管　　理

安全・開発保証管理 響　　，　．　　O　　O　9　　．　　…　　　　　　　6　．　　・　　O　・　　●　　●　●　　●　　■　O ●　■　o　o　・　o　璽　．　●　・　員　．　●　・　●　o　・　・　●　・　o　，　・ o　o　．　　・　●　　曜　・　●　　■　　，　o　o　●　o　●　o　●　●　■　■　．　o　● ・　●　　・　　．　●　　●　　■　■　　o　　・　　●　　●　　●　　●　　●　　の　・　　・　　・　・　　… ・　●　　o　　●　o　　■　　●　9　　●　　●　●　　●　　●　o　　．　●　●　　●　・　●　　．　　．　． ●　●　o　●　●　●　o　・　■　●　●　●　　o　●　●　●　●　●　　●　●　■　●　● o　●　o　●　●　●　．o　．　　・　．　・　o　・　．　・　o　・　・　．　．　　o　・ ・　・　　6　●　●　・　璽　■　●　●　●　●　●　●　●　●　●　■　■　．　●　o　．

亀

運　用　　及 び　　維 、　設　　計 運 用

技術管理情報システム ■　■　●　●　■　■　・　●　●　噸　弓　．　o　．　・　●　　g　o　．　… ・　●　，　．　o　．　●　・　　●　．　o　●　o　●　●　●　o　●　■　り　．　■　■ ●　■　　g　　o　o　　●　　●　o　　●　　●　　o　　■　　●　■　　●　　．　　o　　璽　　9　・　　o　　一 ■　　・　　●　●　　・　　●　噂　　o　　■　●　　，　　●　・　　吻　　●　●　　■　　o　●　　●　　●　　● ●　o　■　o　●　■　●　●　●　●　■　・　．　■　o　．　●　●　●　o　■　●　■ 卿　■　■　●　●　g　o　o　■　．　・　o　・　・　o　・　●　　o　●　o　●　■　層 ●　o　●　■　●　■　●　●　●　9　●　●　●　●　■　●　o　●　●　甲　■　■　■

地上施設整備運用 システム設計 設計／製作 運　　用
■　■　　●　●　●　●　■　●　●　●　●　●　●　●　o　曝　■　　●　●　■　　●　o ■　・　o　o　●　■　■　0　9　9　●　　・　・　．　　・　■　・　　●　●　o　■　　●　o ■　■　●　■　●　■　●　●　o　●　●　●　o　り　■　，　■　．　o　■　●　●　■

．．，．．一．．．．＿．．．．．．∴．．璽
o　．　・　o　．　■　o　●　■　●　，　●　●　●　■　曜　●　・　■　■　■　■　り運用棟 ・　●　　一　■　　一　　■　・　　o　　．　●　　●　　・　　●　　．　　o　．　　…　　　　　　■　　r　・ ■　o　■　●　■　o　o　●　．　．　●　．　・　・　●　o　●　o　●　．　．　・　o ・。’・。・闘甲’．。．．．．．一ρ。 m

曇 計／製作／試験 ・訓練 運　　用
・　■　■　■　o　●　■　●　●　●　■　●　■　●　●　o　●　■　葡　．　・　噸 ．　．　　o　　o　●　　．　　・　　・　　o　　・　　o　　■　　●　●　●　・　●　　●　　■　．　　．　　・　．無重量環境講施設設備 ・　o　　o　　●　●　　・　・ …　　　　　o　・　・　●　●　●　oo　●　．　o　．　・　o　●　●●　●　●　o ■　●　●　o　●　●　■　●　●　・　●　●　　・　曜　o　．　o　．　o　・　．　o　o ■　■　ゆ　曹　●　■　o　甲　■　　■　．　・　．　o　o　o　o　・　層　o　o　　●　曹 ・　．　・　・　●　，　■　●　o　■　●　■　●　●　●　．　・　■　■　・　o　璽　●
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（4）JEM運用・利用計画作成スケジュール

　1990　　　　　　　1991

　H：2　　　　　　　　H：3

　　　　　　　▽AO＃1

AO案作成・発出

利用基本方針策定

収回OA

き
ロ岬孫翻内国

ケジュール

1992 1993 1994 1995 1996 1997 ，1998

H4 H5 H6 H7 H8 ：H9 H10

▽ OUP＃1　　　▽ OUP＃1　　　▽ OUP＃11 ▽TOP（CY　1998分）

↑ 制定　　　　　　↑ 改訂　　　　　　↑ 改訂　　　　　　↑ ▽ ▽

i
…
：

i
i
i
，

　　　　　　　　…

@　　　　　　　…1」用実施要求調整・設定

…
…
…

JEM＃1打 げ　　JEM＃2打上げ

・利用言

　　　　　　　　…　　　　　　　　…　　　　　　　　：

{画作成　　　　i　　　　　　　　：

　　　　　　　　i
@　　　　　　　…　　　　　　　　…

D内計画改訂　　　i　　　　　　　　…

　　　　　　　　…

@　　　　　　　…

@　　　　　　　…
@　　　　　　　…・内計画改訂　　　　　　　　…

　　　　　　　　…

@　　　　　　　…

@　　　　　　　…　　　　　　　　：・内計画改訂　　　　　　　　…

　　　　　…：　　　　　　　　： ↑　　　　i　　：　　　　　　　　： 　　　　　　　…
ｪ　・　　　　　　　：　　： ↑，　i

i　　　　　・
F　　　　　　　　：

総ﾛi調整

…
i
　
　
i
一
…
　
　
　
国
際
調
整
：

i　・　　　　　i・L＿」

煙
岦
ｮ
…

1　　’

E・k＿＿」堰
@
麟
鯉
：

： 　　　　　…
I定テーマの見直し、簡易ミッション、

　…急ミッションの追加選定

▽AO＃2

：
　
　
　
　
等
に
よ
り
、
：
：
5

　毎年国内計画、COUPを改訂する。

@　　i　　　■

､COUP＃2
@　1i定

　　　i

､COUP＃2 ▽COUP＃2 ▽TOP（CY　1999分）

訂 訂

▽AO＃3 ‘
▽COUP＃3 ▽COUP＃3 ▽COUP＃3 ▽TOP（CY2000分）

淀
一

丁
…
一
口 訂

TOP：Tactical　Operations　Plan
COUP：Consolidated　Operations

運用利用実施計画

a．nd　Utilization　Plan

　　　　　　　　　　　　－12一

統合運用・利用計画



2．宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）

（1）宇宙実験・観測フリーフライヤの打ち上げ・蓮用・回収

軌道上で約6ヶ月無人実験

　　　　　　　運用軌道（高度約500km）

　　　　　　　　　　　　　第2段エンジン　　　／ζ

　　　7

人
山
レ
レ
臨
震
嚢

く

＝
＝
、
二

鬼甥”脚ヘ

ラ／　o
＼。

H一ロ打ち上げ

一13一

　　　　重

囎・い

）ッション軌道へ
　推移

シャトル回収軌道へ



　　　　　　　　　（2）SFU運用・回収関連スケジュール

，
●

　　　　年度

謨ｪ
　　FY　1987

U2年度
　　　　1988

U3年度
　　　’1989

ｳ年度
　　　1990
Q年度

　　　　1991

R年度

　　　　1992

S年度

　　　tg93
T年度 6年度

（EM）　　　　i　　　　　　　　l　　　　　　　　l　　総合試験
開発スケジュール

（開発用地上試験機）　　　　　　人

適
△
C
D
R （PFM）

　　　　　i

oAR　　　A㎝R　　　打上げ
｢総合試験△　　　　　　▽

回収

､
PDR

（飛行用試験機）

｛
運用管制系紛合試験

@　　　　　　　運用
1一一一一 輸送／点検／

訓練／リト號

STSによる
�

LI＋εM

x

PIP

､

Mou

･A回収三二開始
@1△　　　▽

回収費支払完了

@　　▽

地上局利用

1　　　　§1朗E雛　　　　　　　　　　＆A71　　　　一△

会議／作楽算

　▽

r側1
ICTV
dSTL

SFU，　GND／

mASA，　GND

iJPし，JSC）

SFU．　GND／

mASA，α0

iJSC．　KSC）

　▼

｢S淵l
@NOWG

@POWG 1●
亨
●

FOOT　NOTE　　EM　　：Eamesいbncy　　　　　　　　　　　MOU：減。∞orando瓜of　Underst込nding　LSA：Lへunch　Sar＞ice　A8reeロcnし　　PAR：Pre－AT　Revic貿

@　　　　　　　　　ICTV：Inしerface　Co即atibility　Tcst　Van　　PIP：Payload　Integraしion　Plan　　　PDR：Preliロinary　Dcshg　Rcvicw　GND：Gr◎und

@　　　　　　　　　NOWG：Net柵rk　Opcraしion　Working　Group　　ATR：Acccptance　TesUセvlcw　　　PFR．：Post臼ighし距vie冒　　　　A　　：Arrange皿cnし

@　　　　　　　　　POWG：Payload　OperaUon掬rking　Group　　CDR：CriUcal　Dcsi8n　RcYicw　　　S／R：Safety　Rcvic胃　　　　　　LRR：し玉unch翫adincss　l㎏v

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－14一

1994

R伴
△



3．無人回収システム適合型宇宙環境利用実験装置の開発研究

（1）ミッションプロファイル

　軌道　　　：高度約250km円軌道

／
再突入軌道

、打上げ飛行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘1一け一r豊r一覧一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘1　　　　　　　■

　　　M－3SH
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”◎…　．剛‘
　　　　　　　　　　　勺・　　　　　　　　　　　　　　　　　　」黙ヂ’
　　　　　　　　　　　　　　コントロールセンター

　　　〆打上げ射場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ドイツ）

／
　　　　鹿児島宇宙空間観測所（内之浦）

緩降下飛行

　　着地点

カルゴーリエ（オーストラリア）

一15一



，

回収カプセル諸元

　　・最大経　　　φ　1．4m

　　・長さ　　　　　2．1m

　　・重量　　　　　780－830kg（計画値）
　　・容積　　　　約2．2m3

M－3S皿への収納形態
・キックモータ（4段）付き

・現状のノーズフェアリング

　内に収納

’

，

一

1～’

だ
　
　
’
、

●

星

■

●

■

5

1

1

1

術。
5●

●
1

5
‘
，．

●

■
●・

o　　・

i1
5　’・

‘齢

‘
＝

8
「
o

　　　　．・

I　　　　ol

@　　　！：

@　　　4

@　　　・

1
1
1
●

●
，■

’
●’
l
l

鴨」

量
■

M－3snロケット

（2）回収カプセル概要諸元

1
ま
一

三防御部

　　　　　　　　　　　／
バランス・ウェイト搭載部／

　　　　　　電源俗載部　／

　　　　　　　　　　＿＿　　’リ’一ビスモジュール慌載部

酬槻，｛

プラットフォーム
（計器板）

主構体

アフター・コーン

ミッシ・ンベイ・一ド田圃／

コールドガスタンク

　　　　　　　＼
　　’スラスター＼

　Sバンドアンテナ＼
　　　　　　　　　　　　εr　’
　　　　　　　　　　　　ll　，

1　‘1｛

　　　　　　　　　　　　回収カプセル機体構成

（3）回収型カプセル衛星の概要

●豊

8

蟄



（参考1）

　宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方について

　　平成2年7月10日
宇宙開発委員会第一一部会

　「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」（平成2年7月4日宇

宙開発委員会決定）に基づき、本部会において行う調査審議は、以下に

定めるところによるものとする。

1．審議事項

　平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計

画について調査審議を行うものとする。

2．審議日程

　　1．の審議結果は、平成3年3月中旬までに取りまとめることを目

　途とする。ただし、平成3年度における宇宙開発関係経費の見積り方

針に反映させるべき事項については、平成2年8月上旬までに取りま

　とめることを目途とする。

3．審議方法

　　調査審議に当たっては、内外の動向及び情勢の変化、宇宙の利用に

関する長期的見通し、研究及び開発の進捗状況、各省庁の要望、財政

　事情等を踏まえ、次のような観点から宇宙開発に関する施策について

調査審議するものとする。

　　①　必要性、緊急性

　　②　実施の技術的可能性

　　③　宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

　　④　宇宙開発に関連する技術の系統的育成

　　⑤射場の打上げ能力、必要な地上施設の整備等関連する他のブロ
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グラムとの関連

4．分科会

　　平成3年度における宇宙開発関経経費の見積り方針に反映させるべ

　き事項にっ．いては、衛星系分科会、輸送系分科会及び宇宙環境利用系

　分科会において、次に定める所掌事項により調査審議を行うものとす

　る。

1分科会の名称 所　掌　事　項

衛星系分科会 人工衛星、衛星系サブシステム、衛星系に関する試

ｱ施設、追跡管制等の地上施殺、ソフトウェア等に

ﾖすること。（宇宙環境利用系分科会の所掌に属す

驍烽ﾌを除く。）

輸送系分科会 ロケヅトなどの宇宙輸送系、宇宙輸送系サブシステ

?A宇宙輸送系に関する試験施設、射場等地上施設、

¥フトウェア等に関すること。

宇宙環境利用

n分科会

宇宙ステーション、有人サポート技術、宇宙環境利

pに関する研究、施設等に関すること。

5．資料提出等

　　本部会の調査審議に当たっては、必要に応じ、関係行政機関等から

資料の提出、説明等を求めるものとする。
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